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市･
県
民
税
の
申
告
と
所
得
税
の
確
定
申
告

正
し
い
申
告
と
早
め
の
提
出
を
!!

受
け
付
け
は
２
月
16
日
F
か
ら
３
月
15
日
E
ま
で

　

今
年
も
、
税
金
の
申
告
時
期
が
近
づ
い
て
き
ま
し
た
。
準
備
は
も

う
お
済
み
で
す
か
。
窓
口
で
の
申
告
受
け
付
け
は
２
月
16
日
F
か
ら

３
月
15
日
E
ま
で
で
す
。
例
年
、申
告
期
限
の
間
際
に
な
り
ま
す
と
、

窓
口
は
大
変
混
み
合
い
ま
す
。
早
め
に
準
備
し
て
混
雑
し
な
い
う
ち

に
申
告
を
済
ま
せ
ま
し
ょ
う
。

　

ま
た
、
税
務
署
職
員
に
よ
る
出
張
申
告
指
導
や
、
税
理
士
に
よ
る

無
料
申
告
相
談
も
行
わ
れ
ま
す
の
で
、
ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

申
告
が
必
要
な
方

〔
市
・
県
民
税
の
申
告
〕

　

今
年
の
１
月
１
日
現
在
、
旭
市
内

に
住
ん
で
い
て
、
平
成
18
年
中
（
１

月
〜
12
月
）
に
次
の
よ
う
な
所
得
の

あ
っ
た
方
は
、
市
・
県
民
税
の
申
告

が
必
要
で
す
。

●
営
業
、
農
業
、
不
動
産
、
利
子
、

配
当
、
給
与
、
雑
、
譲
渡
、
一
時
、

山
林
な
ど
の
所
得

※
税
務
署
へ
所
得
税
の
確
定
申
告
書

を
提
出
し
た
方
、
給
与
所
得
だ
け

で
勤
務
先
か
ら
市
役
所
へ
給
与
支

払
報
告
書
が
提
出
さ
れ
て
い
る
方

は
市
・
県
民
税
の
申
告
書
を
提
出

す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

̶
 

無
収
入
で
も
申
告
を
！ ̶

　

昨
年
中
、
老
齢
や
無
収
入
等
で
所

得
の
無
か
っ
た
方
は
、
原
則
と
し
て

申
告
の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ

し
、
各
種
証
明
書
の
発
行
や
国
民
健

康
保
険
税
の
軽
減
、
児
童
手
当
な
ど

の
給
付
に
必
要
な
た
め
、
申
告
書
の

裏
面
「
前
年
中
所
得
の
な
か
っ
た
人

の
記
入
欄
」
の
該
当
箇
所
を
記
入
し

て
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

〔
所
得
税
の
確
定
申
告
〕

　

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
方
は
、

所
得
税
の
確
定
申
告
が
必
要
で
す
。

●
事
業
所
得
や
不
動
産
所
得
、
年
金

所
得
な
ど
が
あ
る
方
で
、
平
成
18

年
中
の
所
得
金
額
が
、
基
礎
控
除

（
38
万
円
）
と
そ
の
他
の
所
得
控

除
の
合
計
額
を
超
え
る
方

●
給
与
収
入
が
、
２
、０
０
０
万
円

を
超
え
る
方

●
給
与
所
得
者
で
、
給
与
所
得
以

外
の
所
得
が
20
万
円
を
超
え
る
方

（
20
万
円
以
下
の
場
合
で
も
市
・

県
民
税
の
申
告
は
必
要
で
す
）

●
２
か
所
以
上
か
ら
給
与
を
受
け
て

い
る
方

●
同
族
会
社
の
役
員
な
ど
で
、
そ
の

会
社
な
ど
か
ら
給
与
所
得
の
ほ
か

に
貸
付
金
の
利
子
や
不
動
産
の
使

用
料
の
支
払
い
を
受
け
て
い
る
方

申
告
の
と
き
に
必
要
な
も
の

①
申
告
書
と
印
鑑

②
給
与
所
得
者
は
、
源
泉
徴
収
票
ま

た
は
給
与
支
払
証
明
書

③
営
業
や
農
業
な
ど
の
事
業
所
得
者

は
、
収
入
と
支
出
の
わ
か
る
帳
簿

な
ど
。
固
定
資
産
税
納
税
通
知
書

（
課
税
明
細
も
併
せ
て
）
も
お
忘

れ
な
く
。

④
雑
損
、
医
療
費
、
社
会
保
険
料
、

寄
付
金
、
生
命
保
険
料
、
損
害
保

険
料
な
ど
の
控
除
を
受
け
る
方

は
、領
収
書
や
証
明
書
な
ど
。（
国

民
年
金
保
険
料
に
つ
い
て
も
証
明

書
の
添
付
が
必
要
に
な
り
ま
し

た
）

̶
 

事
前
に
集
計
を
お
願
い
し
ま
す ̶

　

各
経
費
、
医
療
費
は
あ
ら
か
じ
め

集
計
し
て
か
ら
お
越
し
く
だ
さ
い
。

相
談
員
が
集
計
作
業
を
し
て
い
る
と

余
計
な
時
間
を
費
や
し
、
混
雑
の
原

因
に
も
な
り
ま
す
。
集
計
が
お
済
み

で
な
い
方
は
、
集
計
が
終
わ
る
ま
で

順
番
を
待
っ
て
い
た
だ
く
こ
と
が
あ

り
ま
す
。

申
告
書
の
発
送

●
市
・
県
民
税
申
告
書

　

１
月
末
に
発
送
し
ま
す
。
な
お
、

今
年
か
ら
、
昨
年
度
扶
養
家
族
と
し

て
申
請
の
あ
っ
た
方
へ
は
送
付
し
ま

せ
ん
。
た
だ
し
、
昨
年
28
万
円
以
上

所
得
の
あ
っ
た
方
は
お
近
く
の
窓
口

へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

●
所
得
税
お
よ
び
消
費
税
の
確
定
申

告
書

　

１
月
19
日
f
に
銚
子
税
務
署
か
ら

発
送
し
ま
す
。
な
お
、
収
支
計
算
書

は
既
に
発
送
済
み
で
す
。

申
告
受
付
期
間
と
会
場

◇
市
・
県
民
税
の
申
告

◇
所
得
税
お
よ
び
消
費
税
の
確
定
申

告
期
間
／
２
月
16
日
f
〜
３
月
15
日
e

※
給
与
所
得
や
年
金
所
得
者
の
還
付

申
告
は
２
月
８
日
e
か
ら
受
け
付

け
ま
す
。

受
付
時
間
／
午
前
８
時
30
分
〜
午
後

５
時

会
場
／
市
役
所
分
室
（
本
庁
舎
北

側
）、
海
上
支
所
３
階
会
議
室
、
飯

岡
支
所
２
階
会
議
室
、
干
潟
支
所
税

務
室

今年は
国から地方への
税源移譲の年です

　私たちが豊かで安心して暮ら
せるように、国や県、市町村で
は、皆さんの納めた税金によっ
ていろいろな公共サービスを行
っています。
　今年は、より身近な行政サー
ビスを効率よく行えるよう、国
から地方へ税源の移譲が行われ
ます。これにより、ほとんどの
方は市県民税が増え、所得税が
減ることになります。
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◆確定申告書の作成は、ご自身の手で
　税務署では、確定申告書をご自身の手で作成していただく自
書申告指導を行っています。不動産所得や事業所得などがある
方は、売り上げ・仕入れ・経費などの集計を済ませてから、早
めの来署をお願いします。
　なお、確定申告書の控えは必ず作成し、受け付け印を受けて
ください。市役所での受け付けも同様です。
◆定率減税（10％）が実施されます
　平成18年分の所得税まで、所得税額の10％が減税（定率減税）
されます。控除もれや計算誤りのないよう、お願いします。
　なお、定率減税の金額は次の①と②のいずれか少ない方の金
額です。
　①所得税額×10％
　②12万５千円
◆申告会場が変更になりました
　今までの税務署前のプレハブから、銚子市西芝町の「銚子
読売ビル２階」（JR銚子駅から徒歩３分）に変更になりまし
た。ご注意ください。

申告についてのお願い
̶ 銚子税務署 ̶

〈問い合わせ先〉
○市・県民税の申告　市役所税務課　162－5321
○所得税の確定申告　銚子税務署　10479－22－1574

◆所得税・消費税・事業税・住民税申告書作成相談会

期　　日 場　　所

２月６日C いいおかユートピアセンター
大会議室

ご利用ください  税の無料相談
受付時間／午前９時30分～正午、午後１時～３時（すべての会
場とも）

◆税務署の所得税・消費税の出張申告相談

期　　日 場　　所

２月19日B※・20日C・22日E※

　　26日B※・28日D※

３月１日E・２日F
市役所分室（本庁舎北側）

２月21日D※・26日B 海上支所３階会議室

２月20日C※・27日C 飯岡支所２階会議室

２月23日F※

３月１日E 干潟支所税務室

※印の日は土地や家屋などの譲渡所得がある方の申告相談も行います。

◆税理士の無料申告相談

期　　日 場　　所

３月１日E・２日F・５日B
　　６日C 市役所南分館１階

インターネットで利用できるサービス
　国税庁ホームページ（http://www.nta.go.jp/）では、
税に関するさまざまな疑問に答えるコーナーや、自宅の
パソコンで所得税の確定申告や収支計算書を作成できる
コーナー等を利用できます。自宅のプリンターで印刷し
た申告書でも、申告会場へ提出や所管税務署へ郵送する
こともできますので、ぜひご利用ください。

　税制改正により、市・県民税の内容が下記の
とおり変更になります。
①税率の改正
　個人の所得に応じて５％、10％、13％の３
段階になっていましたが、10％（市民税６％、
県民税４％）に統一されました。

※市・県民税の最低税率が５％から10％に引き
上げられても、所得税は逆に最低税率が 10
％から５％に引き下げられるため、市・県民
税と所得税を合わせた税負担は変わりません。

②定率減税の廃止
　市・県民税の定率減税は平成19年度から廃
止されます。

平成18年度 市・県民税所得割の7.5％
（上限２万円）

平成19年度 廃止

③年齢65歳以上の非課税制度廃止の経過措置
　年齢65歳以上の非課税措置が廃止されたこ
とに伴う経過措置として、平成17年１月１日
現在65歳以上で、前年の合計所得が125万円
以下の方は、下記のとおり税額を減額する措
置が講じられます。

平成19年度 市・県民税所得割および均等割の
税額の３分の１相当額を減額

平成20年度 全額を課税

１月31日（水）までに提出を

　給料・賃金などの支払者は、受給者の住所地
の市区町村に「給与支払報告書（市区町村提出
用）」を提出してください。また、同時に作成
された「源泉徴収票（受給者交付用）」はすべ
ての受給者に交付し、給与支払金額が一定額以
上の場合は税務署にも提出してください。
　なお、青色申告をする事業主で、専従者給与
を支払った方や、臨時の従業員に賃金等を支払
った方も同様です。

償却資産の申告

　平成19年１月１日現在で、市内に事業用の償
却資産を所有している方が対象です。該当する
方には申告書を送付しましたが、まだ届かない
方や内容で分からないことがある方は、税務課
資産税班（162－5323）までご連絡ください。

平成19年度から
市・県民税が変わります

　最近、「滞納整理のボランティア」をかたり、自宅に訪
問し、税金を集金するという詐欺事件が発生しています。
市役所税務課では、ボランティアに集金をお願いすること
はありません。このような不審な訪問があった場合には、
お金を払ったりせず、市役所までお問い合わせください。
なお、税務職員が直接自宅へ訪問する際には、公印のある
身分証明書を携帯しています。
問い合わせ先／税務課収税班（162－5322）

給与支払報告書・源泉徴収票

ボランティアを装った「詐欺」にご注意ください


